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水道料金の克直しについて

1 2克行の水道料金

企業庁が経営する水道用水供給事業の料金は、「三葉県水道供給条例」において

下表のとおり定めています。

なお、現行料金の算定期間は、平成22年度から平成26年度（北勢系長良JII水系

は平成23年度から平成26年度）までとなっています。

【現行料金】

事業名・水系名
主基本料金 使用料金 超過料金
（内Irrl..月） （円Irrl.) （内Irrl.) 

オミ関川i用水系 670 39 180 

三重用水系 2,930 39 180 

北勢系

~t中勢 長良川水系

水道
（亀山市の区域以外 2,560 39 180 
の区域に係るもの）
長良川水系
（亀山市の区域に係 2,750 39 180 
るもの）※

中勢系 1,000 39 180 

南勢志摩水道 1,070 39 180 

※亀山市の区域に係る料金は、受水地点の変更に伴う整備費用を加算したjjlJ料金

2 料金改定の基本的な考え方

0 5か年の総括原イ聞に基づき基本料金と使用料金の二部料金制としており、新料

金の算定期間は平成27年度から平成31年度までとなります。

基本料金：施設の建設・改良に要した費用に基づく料金

使用料金：維持管理に要する費用に3基づく料金

0 使用料金の算定基礎となる維持管理に嬰する費用は、水系ごとに大きな羨異を

有するものではなく、使用料金は県内向一水準が望ましいことから、平成22年度

以降、会ての71<系で39円／ばとしています。

0 超過料金については、平成2年度以降、全ての水系で180円Irrfとしています。



3 新料金（案）

現行料金 新料金 t議減

事業名・水系名 受水市町
料金 （案）
穣別

（円） （同） （同）

四日市市・桑名市・鈴鹿市
基本 670 700 30 

木曽川用水系
木曽岬町・車耳目師r.川越町

使用 39 39 。
主塁本 2,930 1,710 ム1,220

iヒコ護用水系 四日市市・鈴鹿市・菰野町
j七 使用 39 39 。
中 勢

系
四日市市・桑名市・鈴鹿市 墓本 2,560 2,300 L!. 260 

勢 長良川水系 木曽曲甲田7・菰野町・朝日

水
町.J II越町 使用 39 39 。

道 長良川水系
基本 2,750 2,490 L!. 260 

（亀山市）
亀山市

使用 39 39 。
義本 1,000 980 L!. 20 

中勢系 津市・松阪市

使用 39 39 。
伊勢市・松阪市・鳥羽市 基本 1,070 780 ム290

南勢志摩水道 志摩市・多気町・明和町

大台町・玉城町・度会町 使用 39 39 。

4 料金改定のスケジュール

平成27年2丹 平成27年第1回定例会2月定例月会議に水道供給条例改正案

を提出

平成27年4月1日 新料金の適用



【参考 1] 

水道料金の推移
1t 中 勢 措く

1t 勢 系

木曽川用水 ニ軍用水 長良川 長良川I(ill山市）

年度 基本 碇汚 超過 基 本 寵用 超過 基本 堕用 超過 基本 植淘 題過

12 I, 020 39 180 3, 3叩 75 180 

13 

制
I. 400 39 180 

1日1
！？ 80 65 
18 
19 
20 

21 3, 130 39 180 

670 2, 930 39 

2, 560 2. 750 

24 

25 

26 

けト
700 I. 710 2，加。 2. 490 

29 

けトー』

※基本料金は基本水量ま（－13最大給水量） 1 m'当りの月額

使用料金は使用水量1m'当りの金額

※平成27年度以降は新料金（案）

［参考2］水道料金の算定方法

i萱
中 勢 系

雲出Jll 長員Jll
基本 世用 超 基本 控用 超過

刻。 39 I 2. 0閃 60 180 

ヨゴ
470 2. 030 39 

I. 000 I, 0帥

9叩 980 

（単位向）

F持勢志摩

基本 慣用 超過

I. 320 60 180 

1.290 39 

I. 070 

一一一ト

7帥

ト日今一トー

( 1 ）基本料金（資本愛：施設の建設・改良に要した費照）

［~~；~~ ~ ~－ ~ 支払利息＋減価賞却費＋資本造~費

3基本料金口

（円／m3・月） 基本水量（一日最大給水嚢）×12月×料金算定期間

（注）ア 支払利息：施設の建設・改良等に要する資金に充てるため借入れた食業僕

（政府｛賞、公庫僚、縁故僕）の利息

イ 減価償却費：闘定資産の耐用年数に応じて定額法で計上

ウ 資本造成費：減価僕却費を超える元金僕遼綴がある場合に、その差額を計上

( 2）使用料金（営業費用：維持管理費等）

[i ~－ 使用料金口

（円／m3) 算定期間の全使用水重量

（設）ア 使用水蚤・各市町の給水需要計画を基に算定

イ 維持管理費．人件費、動力費、薬品費、修繕費、委託費、負担金、市町村交

付金、物件費（前記以外の経費で旅費、賃金、（新潟品費、燃料

費、光熱水費、印刷製本費、通信運搬費、その他）



II 第3次中期経営計甑（中間案）について〔概要等〕

第 3次中期緩営計画については、平成27年度以降の「三重県企業庁長期経営ビジ

ョンJにおける経営目標の達成に向けた具体的な取組が行えるよう、平成27年3月

の策定に向けて作業を進めており、 lJIJ冊のとおり「中部案Jを取りまとめました。そ

の概要については以下のとおりです。

1 第 3次中期経営計額（中間案）の構成

第1章策定の趣旨

第2主主 「第2次中期緩告書官十薗J（平成23年度～平成26年度）の取組成果と課題

第31室経営の状況

1 水道清水供給事業

2 工業用水道事業

3 霞気事業

第4重量 今後2年間の重点的な取級

1 言十濁的な施設改良の推進

2 市町、民間事業者、ユーザーと連携した「安全・安定J供給の取総

3 技術継承による新たなステージでの技術力向上の取総

4 「企業庁のあり方に関する基本的方向Jの具体化による経営改善寺

第5章事 業lJljの取組

1 水道府水供給事業

2 工業用水道事業

3 書室気事業

第6重量 環境への配慮と地域貢献活動（企業の社会的資任（CSR））の取組

1 環境に配慮した事業活動の取総

2 施設開放等による地域貢献活動の取級

第7君主経営基鍍強化の叡総

1 柔軟で効率的な総織体制の整備

2 技術継承と人材育成

3 危機管理体制強化の取組

4 IS09001による品質向上への取組

5 広報活動方針

6 財務運営方針

7 適正な資産管理の取級

第8章計画達成状況の公表・評価方法

2 今後のスケジュール

平成26年12月中旬 中間案を「三議県食業庁の経営に関する懇談会jで説明

平成27年 3月 最終案※を常任委員会で説明

※ 最終案については、今後、意見を踏まえながら必要に応じ中間案の見直しそ行い

策定します。また、平成26年度見込綴は最終補正予算ベースに、平成27年度見込

額は当初予算ベースにそれぞれ修IEします。

4 



第1章策定の趣旨（Pl)

平成27年度以降も引き続き「三重重県企業庁長期経営ビジョンjにおける経営毘擦の達成に向けた具体的な取組が行えるよう、

「第3次中期経営計磁（平成27年度～平成28年度）J奇策定し、効帯主的で透明性の高い企業経営を持続させます。

r三重県企業庁第3次中期経営計画（中関東）Jの概要

（平成27年3.Fl策定予定）

i平成28年度問標倒（P32)
除水蚤の状；刻（Pl3) 平成26年度見込

－平成23年度は志摩市への一元化により減少 －純利益四億3千万円
①浄水場等における主要施設の耐震化率 100% 

その後は、微減傾向で捻移

｜収支の状淵（Pl3) 
－長期後務残高 ②水管橋の耐震化率 98. 8% 

－給水収主主は、減少傾向
290億4千万円

Q:管路の鮒重量化率 4. 4% 

随設の整備状j刻（Pl4) ④設備の更新率 100% 
－大台町への新規給水開始に向けて送水管の布設工事等を実施
. iヒ中勢水道用水供給事業（長良｝ii水系）は、取水口整備を7年間延伸 ⑤水質基準適合率 100% 

」事 ⑥給水障害警発生件数 Of'牛

経営にあたっての留意却Pl5) ⑦給水原｛而 111. 7内／nf
－給水原価は全国平均より高い状況、給水人口の減少や給水収益の減
少、計画的な施設の改良・更新が必要

＝争 施設の長寿命化、計爾的な施設改良

f第3次中期経営計爾Jにおける成果指標）経営の状況（P12)第3意

。言十商的な線設改良の推進（P2l
・耐震化や老朽劣化対策を計画的に実施

ご争引き続き、工事対象を精査したうえで実施

。市町、民間事業者、ユーザーと連携したf安全・安定Jf貯金の取組（P2l
. 5市と「震災時等における水質検査機著書の相互利用に隠する協定Jに
基づく情報共有や、関係者との緊急時対応等の訓練を実施

ご今引き続き、市町等と連携した研修・訓練などの取紘を実施

。技術継承による新たなステージでの技術カ向上の取組（P2l
－業務に沿った専門研修を実施

吟引き続き、専門研修やOJTによる人材育成を実施

。f11::業庁のあり方に関するさ基本的方向jの具体化による経営改議

防水道事業へのー刑判（P3l
・平成23年4月の志摩市への一元化後、県から市へ3年間職員を派遣し
OJT による市職員への技術継承を実施

開『管理業務の包括的空間週間）
・平成24年度から工業用水道事業の委託範留を見直し
・水道用水供給事業は、今後も個別に民問委託することを決定

＝キ工業用水道事業で、導入効果を検証しながら継続

171<力発電事業の民間譲湖（P3l
－平成23年8月に中部電力側と議渡・譲受に関する慕本的事項の合意書芸
を締結し、平成25年度から順次民間譲渡を実施

ヱ今平成27年4fl1日ですべての水力発議所を譲渡完了

18QF焼却・発電事業の新たな運営支体への移管I(P3l 
・平成29年度以降の事業主体を「県j とすることを協議のうえ決定
．平成27年4月1日の新たな特別会計の設置に向けた手続きを実施

ご争平成29年度以降の事業主体である「県」の扱当部局について、
協議のうえ決定していく

f第2次中期経営計画Jの取組成果と課題（P2lヨz空

｜平成28年度引索個（P39l

0::浄水場等における主婆施設の耐震化落

②水管機の耐震化率

③制7)<弁の更新薬

＠設備の更新系

極量函函（＇.， 17)
・平成23年度以降、微減傾向で推移 96. 9% 

69. 8% 

ー 210百万nf

94. 6% 

10. 2% 

100% 

0件

24. 0河／nf

（第3次で追加更新分）

⑤給水際空害発生件数

⑥給水原価

ぐE年間給水嚢

③新規・増震契約件数

II 

平成26年度見込

・純利益 7千万円

．長期僕務残高

162億5千万内

極亙函凪（Pl7) 
－多度工業清水道の給水先の使用廃止により
平成26年度の給水収益が減少

｜施設の整備状況I(Pl Bl 
・4年間で13社の新規又は増量の給水を実施
－水管橋の落橋防止などの耐震化や、耐用年数の経過した方面設の老朽劣化
対策を計E罰的に実施

4易
経営にあたっての留意点I(Pl 9) 
・給水原価は全殴平均より高い状況、苦j・jj額約な施設の耐震対策が必要

ご争 来売水の利用促進、品質を確保したコスト削減

工
業
用
水
道
事
業

5f牛／年

I I平成28年度酒擦儒（P4心

Ot 

l, 310kWh/t 

①R D F外部処理委託蚤

②R DFlt E当たりの発電蚤

③電気苦手数件数

＠発電所ボイラーの清掃自主点検

ゆ
ず｛
 

nu 

5回／年

快給電力議等の状況I(P21l 
水 カ：平成23年度及び平成25年度は、潟水や水害により目擦を下呂る
RD F：平成25年度まではほぼ横ばいで推移し、平成26年度は志摩市の

脱退により減少 「玉~－ii泌謀反見詰；…“； 
画湿（P21) i ・純損失7億1千万円；

水 カ：発電所の民間譲渡による供給篭カ援の；・長期債務残高 ； 

大幅な減少により収益が減少 ； 8億6千万円 ； 
RD F：題定側格買取制度の適用や売霞先を入し…～…… ……j 

キしで決定したことによる平均売電価格の上昇により l）｛主主が機加

。その他の取組

雇設・拡張事業の的確な推進；I(P4l 
・平成27年4月の大台町への新規給水に向け、送水管布設工事等を実施
・北中勢水道用水供給事業（長良川水系）の取水・毒事水施設について、
関係者と協議の結果、 7年聞の事業延伸を決定
＝今引き続き、平成32年度からの取水・導水施設軍基備に向けて、関係

機関と協議を実施

電

気

事

業
総設の整備状減（P22)
・青田発官電所については、災害復旧を完了し平成27年2月に運転を再跨

5 

＝争

経副議長之主笠盟意gj(P24) 事
RDF：①平成27年度以降は、任意適用事業として経営

②引き続き、安全で安定した運転管理が求められている

売官憲章震カの入札による収益確保、経費の節減、安全・安定運営

璽援に配慮した事業活嘉胞翠劉（P5)
• IS014001環境マネジメントによる環境活動を実施

＝今引き続き、環境活動への継続的な取級を実施

綴営基盤の強似（P5)
・事業の変化を踏まえ、級織体制の見渡しを実施

＝今今後も社会環境の変化に対応した柔軟で効書量的な綴織体制を整綴
．大続模災害発生時の企業庁独自の参集体制に3基づく研修・訓練を実施

ニ今引き続き、危機発生時の迅速な対応がとれるよう取組を実施
• IS09001を活用した業務の継続的な改善

斗引き続き、安全・安心な製品を安定供給できるよう取組を実施
・線上僕選考事による支払利息の軽減、新規企業僚の発行抑制

＝字引き続き、｛建全緩苦言の耳主総を実施



事業展開を支える取組(P25) 今後2年間の重点的な取組第4章

第6章 環 境への配慮・地域

貢献活動 • (P48) 

第S章

その他の事業別取組
(P28) 

4r企業庁のあり方に関する

基本的方向Jの具体化によ

る経営改善 (P27) 

技術継承による新たな

ステージでの技術力

向よの制E (P26) 

3 市町、民際事業著者、ユーザ

ーと連携した「安会安定j

供給わ鞠E (P26) 

2 
計画的な施設改良の推進

(P25) 

。環境に配慮：した事業活動！P48l
. rみえ成果向上サイクル（スマ
ートサイクル）Jの取組

・再生可能エネルギー導入等地球
潟暖化対策の取綴

・省エネ機器への転換

。施設開放等による地域食献活動
!P49l 

・スポーツ・レクリエーション
施設としての線放

－震災時における施設の提供
．地域との交流

。建設・拡張事業の的確な

推進（P28)

－北中勢水道府水供給事業
（長良JII水系）の施設皇室

儀期間延伸に伴う事業認
可の変更手続

。効家的な事業執行（P31)

－コストと品質を重視した
適切な維持管浬による
施設の長寿命化

第7意

①柔軟で効率的な組織体制の整備
(P50) 

・綴織改正、定員管E壁、適正配霞

②技術継承と人材育成（P50)
・計磁的な研修、実践的OJT実施
．業務上必要な資格取得の支援

③危機管環体制強化の取組（P51)
－危機管理マニュアルや企業庁独
自の参集体制に基づく研修・訓
練の実施

・0 Bボランティア、市町、業界
鴎｛本と連携した訓練の実施

④I 509001による品質向上取組（P52)

⑤広報活動方針（P53)
・目的を明磯にした広報活動展開
．広報活動の効果・効率性の向上

⑥財務遼営方針（P54l
・自己資本の充実、利息負担の較
減、企業債発行の抑制、内部留
保資金の確保と活用

⑦適正な資産管理（P58)
・資金運用、未利用資産の計協約
な処分及び活用

経営基盤の強化
(P50). 

。技術管淫業務の

包括的な民間委託

．導入効果を検証しな
がら、包括的な夜間
委託の継続

。未利用水等への対応

(P38) 
・巣、市町の企業誘致部局
と連携し営業活動を展開
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。技術管理業務の

包括的な民間委託

・毒事業者資イ壬を果たし
「安全・安定j供給を
確保する観点から
旬結的な民間委託は
導入せず、運転監視
業務毒事を｛匝IJ.jljに民間
委託

。技術継承と人材育成

①指導霊童督能力の育成

－職員の現場における対
応能力向上のための計
濁的な研修や実践的な
OJ Tの実施

②緊急時対応能力の強化

．定期的な受託事業者と
の緊急時対応等の実践
的訓練

。市町・民間事業者と連携

①市町の水質管理技術の維
持・向上を目指した研修
や技術交流等による、水
質管潔の強化

②民間事業者と一体となっ
て「安全・安定J供給に
取り組むための連携した
訓練

。耐震化・者朽劣化対策

①大綴模地震ピ備え、 7)<管橋
や管路等の耐震化

②液状化が懇定されている地
域の繁路の耐震化や老朽劣
化対策として、分水施設等
における機器設備の更新

氷
通
用
水
供
給
事
業 57億円・2年隠：事業費

③総合的な能力の凋発・
育成

・企爾立案能力・課題解
決能力習得のための技
術系職員研修メニュー
の充実

－事業所と本庁間や知事
部局との定期的な人事
交流

.....幽幽綱鷹’・1・”・・司副圃掴聞．．．．．．鴎健網，E ・・・・..巴 a ・・~I・・・・・・・・・E ・臨 2・・・・・ a ・・・・・・・・..

。効率的な事業執行（P38)

－コストと品質を重量筏した
適切な維持管理による
施設の長寿命化

。民宿事業者との遼携、

ユーザーとの協働

①民間事業者と一体とな
って「安全・安定J供
給に取り組むための遼
携した訓練

②内滑な事業運営のため
のユーザーとの定期的
な協議や情報提供

。耐震化・老朽劣化対策

①＊管機や主要施設の耐緩化

②施設の老朽劣化対策

79億円+2年間事業費

工
業
用
水
道
一
J

事
業

。水力発電率業の 1 IIc三重ごみ窃形燃料発霞所

民間譲渡 I II の安全・安定運転の取組

・平成27年4fal1日で I II (P42l 

すべての譲渡を完了 ) II ・市町のRDF製造施設、

隣係部局、受託事業者等
と連携したRD Fの品質
管理や情報共有等

..・智嗣際調陣舗 •II<••········· ，欄聞・・・・・・・・個・・・・＂・・・ a ・・・・ a ・・・・・ R 網開・・・ a ・・・・・・

第8意計画達成状況の
公表・評価 (P59) 

－成果指標の実績把握と公表

・ユーザー、有識者などからの意見聴取

。水力発電事業の残務整理

の実施 (P43) 

・PC B含有機器の処理
・国庫補助金の返還、企業
債の償還

・譲渡対象外資産の処理

等

。RDF焼却・発電事業の

新たな運営主体への

移管

電

気

事

業
－平成28年度までは、
引き続き食業庁が運営
主体となり任意適用事
業として運営

・平成29年度以降の
遼営主体について、
今後、関係部局で協議
し決定

6 



7 

年度別の害事業費や起債額等、「数億jで示している筒所については、翠時点
のとりまとめ結果であり、総定されたものではありません。（今後、平成26
年度最終檎正予算及び平成27年度当初予算編成作業により修正します。）

第S章 3 竃気事業 (P45l 

( 4）収支計函

（縦4立百万伺）

18: 分 ｛平捕成 26年揮度） 平（吉成初2予7年算度） 平成 28年度正後予

議益
l 41 0 l‘149 l l 6 5 
l 250 
391 337 54 

収 特別利益 195 404 
益 収益計 3 2弘5 l 8 90 l 2 l 9 
的 官業埜F君 l 82 5 1 7 3 7 l 4 2 l 
~ 附帯司5業費用 l 1 5 2 
主 蛍紫外費用 58 1 7 l 

特別損央 919 67 

ヰ謹
3 95 5 l 8 2 1 1 422 
八＂ n 69 ム203
ヨQ民1 ? ＇ミ :I ORF; 

補助金
資 長期貸付金償還金
本 その他収入 2 804 7 36 4 
的 収入計 2 804 7 3 6 4 
収 建設改良費 145 1 
主 償還金 l 0 2 7 1 4 5 5 

支出計 l 172 1 4 56 
潜水的収支不思額 l 6 3 2 5 908 
前年度末内部留保資金 2 '7 7 1 4.408 9 ,3 71 

資 純利益 ム71 0 69 ム203
金 当生存度分綴益偽定償保資金等 7 1 5 ム 10 14 124 
収 資本的収支不足額 l 6 3 2 5 908 
主 単年度資金収支 1 6 3 7 4 96 3 ム79

当年度末内部留保資金 4 408 9 3 71 9 2 9 2 
（討＇I・収a率的収支は税抜き、資本的収支は税込みa

fill徐五人のため合計が合わない場合があります。
RO F焼却宛電事業に係るP付帯字＇~然紋益及び附割持率梁費用は 平成27年度からそれぞれ
営業収益及び営業野mに移行します。

九 ①収益的収支
。収益

・RDF；焼却・発官軍事業に係る売議尊重価見込みとRDF製造長予測により、王手

JI 成27年度以降は電力料及びRDF処理受託料等で、約121車、問～19億
河を見込む。

' 
0費用

・ RDF焼却・発電事業に係る費用と水力発電事業譲渡後の残務室主穫に
係る費用により、平成27年度以降は約14億円～18億円を見込む。’ ’ 

個’ ：純擦主主｜
’ i .平成27年度は、約7千万円の純利益を見込む。 ’ 
' 

父"' 

i .平成28年度は、 RDF施設管理運営委託料の年割額の潟等により、 : 
； 約2億円の純擦失を見込む。

レザ L－『回目園田園田四四幽世田四四再幅回目申 F 帯四時骨冊目回世世田園回世田園田世田白山田世世世世田曲目世田』町一ーー』』＿＿＿＿＿J 

②資本的収支
0収入

守 －水力発議所の段階的譲渡に伴う限定資産売却代金などで約74銭円を見
込む。

0支出
－水力発議所の綴渡に伴う企業伎の繰上償還や国庫補助金返還金などで
約15億円の償還金が必要。

③資金収支
－平成28年度末の内部潟係資金は約93億円を見込む。

( 5）長織債務償還計磁

－企業僚は、平成27年度末で完済する見込み。

L議集ム瓦之島

平成28年度

ふ主主よ
一生11.

L立工2
L忽旦

282 

立ふ互主
」2

i旦互
Ll主主

Ll12 
L主主主
主斗互1

－主斗主主
ムL込三
SM! 
___J_!)_ 

_L止込
ムムll生
ム主M よ

6' 101 

（平成27年度～平成28年度）

(P40l 

平成27年度
当装工芝よー

Ll立主
472 

L包i
L立主主
-1よE

5 643 

~ 

主Z立
Ll旦豆
一一_2_
L忽主
主」五エ
~ 
＆旦12

会与込立
11 ,328 

__li 

ll旦旦
ムム立.ill
A主.2U

8 ,611 

工業用水道事業

平成26年度
鑓ゑゑ之義よ

L立工よ
弘且11
L湾立
以斗主よ
L主主旦
主主Z

L些皇
泣込弘

67 

680 

段E
L以立

4 

L旦主主
L主主主
2 6 9 5 

支亙事 i 一 三子f
資本的収宜不足綴 I ム4335 

前年度末内部留保資金 I 12,183 

純手話議 I 67 
当年度分摂誰勘定留保資金等 1 3 413 

資本的収支不足額 I ム4,335

単年度資金~主 I 一一一」主主主主
当年度末内部留保資金 I 11 328 

（注）収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み。
・田鎗五入のため合計が合わない場合があります。

2 第5章

収益計

費F自針

出資金
そめj紋入

収入計
蓬夜夜哀褒
償還金

区分

( 4）収支計画

紫
金
収
支

需蚕
営主主費｝）者
営業外費用
特別損失

における事業別収支計翻

紋
益
的
収
支

資本的収支

、4弔ギ担 ＂‘ ． Eコ N '''  

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度（補lE後予算） （当初予算）
営業収益 9 ,403 8,067 7 ,996 
営紫外収議 1 0 15 946 893 

収 特別利益 568 
益 収益計 l 0 986 9 013 8 889 
約 営業費用 8 095 8 27 3 8 226 
4民 営業外費用 901 714 633 
主 特別損失 59 

喪用計 9 05 5 8 987 8 859 
制利益 1 931 26 30 
伶業績 210 

購入
資 l 1 7 8 1 191 1 066 
本 515 437 250 
的 収入計 1 903 1 629 1 316 

建設改昆費 2 434 2 765 3 068 
償還金等 3 962 3 63 3 3 122 

支出計 6 396 6 397 6 190 
収支不足犠 ム4493 ム4.769 ム4874 

部留保資金 15,322 15,775 14,270 
資 1 931 26 30 
金 勘定留保資金等 3 0 1 5 3 239 3 686 
紋 、足額 ム4493 ム4769 ム4874 
支単年度資金収支 453 ム1505 ム1158 
i吉年度末内部腐処資金 J5,775 14 270 13.112 

(P33l 水道用水供給事業

「第3次中期経営計繭J

第5章

( 4）収支計画

①収益的収支

O収益
．現行料金及び需婆議予測などから平成27年度以降は約57イ意向を見
む。

（浅）収益的収支は税抜き資本的収支は税込み。
・包捻五入のため合計が合わない場合があります。

①収益的収支
O収主主
・平成27年4月の料金改定及び需要最予測などから平成27年度以降は
約89億円～90億円を見込む。

0費用
・水源施設の老朽劣化対策及び耐震化による魚援金の増等により、

成27年度以降は約56億円～57億円を見込む。
平

0費用
・水源施設の老朽劣化に係る修繕費や維持管理に係る委託料等で、
成27年度以降は約89徳内～90億円を見込む。

：極圏
：・毎年度約2千万阿～3千万円の純利益を見込む。
：・全額を減僚積立金として利益処分し、企業僚の償還金に充当。
亀田町回目問問 E 陸曲目町時－－四－－

酒盛 -1 
－平成27年度以降は約3千万円の純利益を晃込む。

：.・全額を減僚穣立金として手lj議処分し、企業僚の僕還金に充当。 : 

②資本約収支
O収入

・建設改良の財源として隈庫補助金が治加するが、平成27年度以

は、水資源機構劉賦負担金の繰よ僕還の~~i原とする企業僚の発行
行わないことなどにより、約14億円～15億円を見込む。

0支出
・耐震化及び老朽劣化対策工事等のため、
～44億円の建設改良費が必要。

i匡圏－損益勘定留保資金などにより慨。
L－－－－－－－・・嶋暢・・1・・0・・－－伊剛拘嶋m・0白網開噂.凹－－ー田由也自明欄蜘偽物欄帥0・・－輔ゆ仰崎棚但仰悌明ゆ拘併問匂陸自由但置町伊崎

平成27年度以降は約40億平成27年度以降は約四億

②資本的収支
O収入
．南勢水道拡張事業の終了に｛半う工事負担金の減少や一般会計からの
出資金の減少などにより、平成27年度以降は約13億円～16億円を
見込む。

0支出
・老朽劣化対策及びiliit霊童化工事等のため、
円～31億円の建設改良費が必要。

: ［£盟：蹴勘定留保資金などにより糊。 ： 

③資金収支

・平成28年度末の内部留保資金は約61億円そ確保。

③資金収支

・平成28年度末の内部留保資金は約131億円を確保。

( 5）長期儀務償還計画

・金業債残高は、平成28年度末で約119億円となる見込み。
( 5 ）長期債務償還計画

－企業債残高は、平成28年度末で約223億円となる見込み。


